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≪求人関係≫ 新規求人数は3,621人で、前年同月比で10.7％（351人）の増加となった。増加数が多いのは、運輸業、郵便業の23.8%(103人)、

卸売業、小売業の22.2%（93人）、サービス業の64.3%（110人）の増加である。卸売業、小売業はこのところの既存の店舗からの堅調な募集に加

え、県外に本社を置く小売店チェーンからの新規開店にともなう募集の影響が大きい。

≪求職関係≫ 新規求職申込件数は、前年同月比6.4%減少となった。うちパートタイムで6.0%（22人）増加した反面、フルタイムは11.9%（99人）と

2ケタの減少となった。フルタイムは在職者は3.8%の減少にとどまったが、離職者は理由を問わず大幅に減少、パートタイムは事業主都合離職

者は減少したが、在職者、自己都合離職者は増加した。
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